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令和 7年度朝日町創業支援事業費補助金交付要綱 

 

（目的） 

第 1条 町長は、町内の商業等の振興と活性化を図るため、新たに事業経営を開始

するとき及び事業の多角化をするとき又は空き店舗を活用して新たに事業を行

うとき（以下「経営開始」という。）に資金面で支援することを目的に、朝日町

補助金等の適正化に関する規則（昭和 58年規則第 8号。以下「規則」という。）

及びこの要綱の定めるところにより、予算の範囲内で補助金を交付する。 

 

（補助対象事業） 

第 2 条 補助金の交付の対象となる事業（以下「補助事業」という。）は、次に掲

げる事業とする。 

 （1）新規開業・多角化型 新たに事業経営を開始又は事業の多角化（日本標準

産業分類中分類における事業分類とする。）を行う事業 

 （2）新事業展開型 すでに事業を行っている者が事業の多角化（日本標準産業

分類小分類における事業分類とする。）を行う事業 

 （3）空き店舗活用型 町内において、商業等の事業活動を継続することを断念

し、店舗、事務所等の営業用の建物の全部又は一部が事業活動の場として使

われない（使われなくなることが確実なものを含む。）もの（以下「空き店

舗」という。）を活用し新規開業等を行う事業 

 

（補助事業の対象者） 

第 3条 この要綱により補助金を受けることができる者（以下「補助事業者」とい

う。）は、前条各号のいずれかの事業を町内で行う者で、次の各号に掲げる要件

を全て満たす者とする。ただし、別表 1に定める者は補助の対象外とする。 

 （1）一時的ではなく、継続して事業経営できる者 

 （2）年齢が満 20歳以上の者 

 （3）許認可等を必要とする業種の経営開始にあっては、当該許認可等を受けて

いる者 

 （4）朝日町商工会会員、又は朝日町商工会へ加入申込書を提出し受理された者 

 （5）風俗営業等の規制及び業務の適正化に関する法律（昭和 23年法律第 122号）

に規定する風俗営業及び性風俗関連特殊営業でない者 

 （6）政治活動及び宗教活動を行う団体でない者 

 （7）暴力団又は暴力団員、及び暴力団員が役員である者、暴力団員と社会的に

非難されるべき関係を有している者でない者 

 

（補助対象経費） 
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第 4 条 補助金の交付の対象となる経費（以下「補助対象経費」という。）は、経

営開始に要する経費のうち、別表 2に該当するものとする。ただし、補助対象経

費には、消費税及び地方消費税相当額を含まない。 

2 前項の規定にかかわらず、同一の事業について、国や県、町等が助成する他の

補助金等と重複する事業は補助対象経費としない。 

 

（補助金の額） 

第 5条 補助金の額は、別表 3のとおりとする。ただし補助金の額に千円未満の端

数が生じたときは、これを切り捨てるものとする。 

2 この補助金は、同一補助事業者に対して 1 回に限り交付する。ただし、多角化

型、新事業展開型はこの限りではない。 

 

（交付申請） 

第 6条 補助事業者は、補助金の交付の申請をするときは、補助金交付申請書（様

式第 1号）に次に掲げる書類を添付の上、別に定める日までに町長に提出しなけ

ればならない。 

 （1）事業計画及び収支予算書（様式第 1号付表） 

（2）補助対象経費の内容がわかる書類（見積書、設計図及びカタログ等） 

（3）家賃補助を適用する事業にあっては、賃貸借を証する書類 

（4）朝日町商工会加入申込書の写し（既に会員である者を除く。） 

（5）個人事業の開業・廃業等届出書の写し（個人事業の場合に限る。） 

（6）その他町長が必要と認める書類 

 

（補助事業の変更等） 

第 7条 規則第 7条第 1項第 1号に規定する軽微な変更は、補助金額の増又は次に

掲げる変更以外の変更とする。 

 （1）補助事業の事業種別の変更 

 （2）補助事業の実施主体の変更 

（3）補助事業に要する経費の 20％を超える増減 

（4）補助事業の施工箇所又は設置場所の変更 

2 規則第 7 条第 1 項第 1 号の規定により町長の承認を受けようとするときは、事

業計画変更承認申請書（様式第 2号）を提出しなければならない。 

 

（実績報告） 

第 8条 補助事業者は、補助事業を完了したときは、補助金実績報告書（様式第 3

号）に、次に掲げる書類を添えて、補助事業の完了した日から起算して 20日を

経過する日又は令和 8年 3月 31日のいずれか早い日までに、町長に報告しなけ
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ればならない。 

 （1）事業実績及び収支決算書（様式第 3号付表） 

 （2）補助対象経費の支払いを証する書類（領収証、請求書等） 

 （3）実施状況写真 

 （4）営業許可証の写し（許認可を必要とする業種の場合に限る。） 

 （5）多角化の内容を示す履歴事項全部証明書の写し（法人が多角化型の事業を

行った場合に限る。） 

 （6）その他町長が必要と認める書類 

 

（帳簿の備付け） 

第 9 条 補助事業者は、補助事業に係る収入及び支出を明らかにした帳簿を備え、

かつ当該収入及び支出についての証拠書類を整備し、補助事業完了の年度の翌

年から起算して 5年間保管しなければならない。 

 

（財産処分の制限） 

第 10条 規則第 22条の適用を受けるものは、この要綱による補助金の交付を受け

取得した取得価格 30万円未満の機械及び器具を除いた財産とする。 

2 規則第 22条ただし書きの町長が定める期間は、減価償却資産の耐用年数等に関

する省令（昭和 40年大蔵省令第 15号）に定める耐用年数とする。 

3 規則第 22 条の町長の承認を受けようとするときは、令和 67 年度朝日町創業支

援事業費補助金に係る財産処分承認申請書（様式第 4号）を町長に提出しなけれ

ばならない。 

4 町長は、前項の承認をする場合、交付した補助金の全部又は一部に相当する金

額を町に返還させることができるものとする。 

 

（補助金の返還） 

第 11 条 町長は、補助金の交付を受けた者が次のいずれかに該当するときは、既

に支給した補助金の全額又は一部を返還させることができる。 

 （1）虚偽の申請又は不正の行為があったとき。 

（2）開業後 1年を経過しないうちに事業を廃止したとき。 

（3）その他町長が返還相当と認める事由があったとき。 

 

（その他） 

第 12条 この要綱に定めるもののほか、必要な事項は町長が別に定める。 

 

   附 則 

 この要綱は、令和 7年 4月 1日から施行する。  
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別表 1（第 3条関係） 

事業名 対象外要件 

新規開業・

多角化型 

（1）町内に住所を有しない者 

（2）町内に住所を有する者の場合は、町税を滞納している者 

新事業展開

型 

（1）町内に住所を有しない者 

（2）町内に住所を有する者の場合は、町税を滞納している者 

空き店舗 

活用型 

（1）町内での移動等により開業する者 

（2）フランチャイズ（親業者が加盟店に対し商号や商標の使用とと

もに与える一定地域内での独占的販売権）により開業する者 

（3）空き店舗の所有者と同一世帯又は生計を一にしている者 

（4）空き店舗の所有者の三親等以内の者 

（5）町内に住所を有する者の場合は、町税を滞納している者 

 

別表 2（第 4条関係） 

事業名 補助対象経費 

新規開業・

多角化型 

ハード整備

費用 

新たに開始する部門に係る施設整備費及び機械器具購

入費等（例：工事費、備品購入費等） 

ソフト整備

費用 

事業に必要な新たなソフト開発及び購入等（例：デザイ

ン等に係る委託費、広告宣伝費、印刷製本費、ソフトウ

ェアの購入等） 

新事業展開

型 

ハード整備

費用 

新たに開始する部門に係る施設整備費及び機械器具購

入費等（例：工事費、備品購入費等） 

ソフト整備

費用 

新たに開始する部門に係るソフト開発及び購入等（例：

デザイン等に係る委託費、広告宣伝費、印刷製本費、ソ

フトウェアの購入等） 

空き店舗 

活用型 

ハード整備

費用 

空き店舗の改装に係る施設改装費及び機械器具購入費

等（例：内装工事、外装工事、給排水・ガス設備工事、

サイン工事、電気工事、美装工事、備品購入費等） 

ソフト整備

費用 

事業に必要な新たなソフト開発及び購入等（例：デザイ

ン等に係る委託費、広告宣伝費、印刷製本費、ソフトウ

ェアの購入等） 

家賃 開業した日の翌月から 1年間の店舗等の賃借料（敷金、

礼金等の附帯経費は除く。） 
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別表 3（第 5条関係） 

事業名 補助率 交付限度額 

新規開業・多角化型 補助対象経費の 60％以内 200万円 

新事業展開型 補助対象経費の 10％以内 50万円 

空き店舗活用型 補助対象経費の 60％以内 200万円 
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様式第 1号（第 6条関係） 

  年  月  日 

 

朝日町長 殿 

 

 

申請者   住  所 

                名  称 

                代 表 者                       

申請責任者  氏   名                   連絡先            

担当者  氏   名                   連絡先            

 

 

令和 7年度朝日町創業支援事業費補助金交付申請書 

 

 令和 7年度において、朝日町創業支援事業費補助金について、      円を

交付されるよう、朝日町補助金等の適正化に関する規則第 5条及び令和 67年度朝

日町創業支援事業費補助金交付要綱第 6条の規定により、関係書類を添付して申請

する。 

 なお、交付要件を確認するため、町税の完納要件について担当職員が確認するこ

とを承諾します。 

 

記 

 

1 事業種別（ □印にレ点をつけてください ） 

□ 新規開業・多角化型    □ 新事業展開型    □ 空き店舗活用型 

 

 

2 添付書類  事業計画及び収支予算書（様式第１号付表） 
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様式第 1号付表（第 6条関係） 

 

事業計画及び収支予算書 

 

1 事業計画 

施工箇所又は 

設 置 場 所 
朝日町大字 

事業予定期間 年 月 日 から    年  月  日 

開 業 日  年 月 日 ※多角化・新事業展開の場合は営業開始予定日を記入 

事 業 内 容 

 

 

2 収支予算 

収入の部                          （単位：円） 

区 分 金 額 備 考 

町補助金   

自己資金   

その他   

計   

 

 支出の部                          （単位：円） 

区 分 金 額 備 考 

   

   

   

   

   

   

計   
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様式第 2号（第 7条関係） 

  年  月  日 

 

朝日町長 殿 

 

 

申請者   住  所 

                名  称 

                代 表 者                       

申請責任者  氏   名                   連絡先            

担当者  氏   名                   連絡先            

 

 

令和 7年度朝日町創業支援事業費補助金事業計画変更承認申請書 

 

    年  月  日付け朝総産発第  号で交付決定の通知があった標記補

助事業について、下記のとおり計画変更したいので、朝日町補助金等の適正化に関

する規則第 7条及び令和 7年度朝日町創業支援事業費補助金交付要綱第 7条の規定

により申請する。 

 

記 

 

1 変更の理由及び内容 

 

 

 

 

 

2 添付書類  事業計画及び収支予算書（様式第１号付表） 

 

 

（注）添付書類は、変更に係る部分を 2段書きにし、変更前を括弧書きで上段に記

載すること。 
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様式第 3号（第 8条関係） 

  年  月  日 

 

朝日町長 殿 

 

 

申請者   住  所 

                名  称 

                代 表 者                       

申請責任者  氏   名                   連絡先            

担当者  氏   名                   連絡先            

 

 

令和 7年度朝日町創業支援事業費補助金実績報告書 

 

    年  月  日付け朝総産発第  号をもって交付決定通知のあった令

和 7年度朝日町創業支援事業費補助金について、朝日町補助金等の適正化に関する

規則第 14 条及び令和 7 年度朝日町創業支援事業費補助金交付要綱第 8 条の規定に

より、その実績を関係書類を添付して報告する。 

 

記 

 

1 事業種別（ □印にレ点をつけてください ） 

□ 新規開業・多角化型    □ 新事業展開型    □ 空き店舗活用型 

 

 

2 添付書類  事業実績及び収支決算書（様式第3号付表） 

 

 

 

【振込口座】（※申請者名義のものに限る。） 

銀行等名  支 店 名  

預金種類 普通  ・  当座 口座番号  

口座
フ リ

名義
ガ ナ
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様式第 3号付表（第 8条関係） 

 

事業実績及び収支決算書 

 

1 事業実績 

施工箇所又は 

設 置 場 所 
朝日町大字 

事 業 期 間 年  月  日 から    年  月  日 

開 業 日   年  月  日 ※多角化・新事業展開の場合は営業開始日を記入 

事 業 内 容 

 

 

2 収支決算 

収入の部                          （単位：円） 

区 分 金 額 備 考 

町補助金   

自己資金   

その他   

計   

 

 支出の部                          （単位：円） 

区 分 金 額 備 考 

   

   

   

   

   

   

計   
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様式第 4号（第 10条関係） 

  年  月  日 

 

朝日町長 殿 

 

 

 

申請者   住  所 

                名  称 

                代 表 者                       

申請責任者  氏   名                   連絡先            

担当者  氏   名                   連絡先            

 

 

 

令和 7年度朝日町創業支援事業費補助金に係る財産処分承認申請書 

 

 

    年  月  日付け朝総産発第  号で補助金の交付の決定の通知があ

った令和 7年度朝日町創業支援事業費補助金に係る補助事業について、下記の財産

を処分したいので、令和 7 年度朝日町創業支援事業費補助金交付要綱第 10 条の規

定により承認されるよう申請する。 

 

記 

 

1 取得財産名 

 

2 取得年月日  令和 年  月  日 

 

3 取 得 価 格           円 

 

4 処分の内容  （目的外使用、譲渡、交換、貸し付け、担保等） 

 

5 処分の理由 

 

 

6 処分により得る収入の見込額           円 


